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政策分析ネットワーク第14回政策メッセ <政策インフラ論>  
「日本における政策システムの展望: 課題と提言」(第三回政策羅針盤会議)[経済] 

グローバル経済潮流を見据えた 
日本の経済政策アプローチの検証と転針 

2012年11月 
慶應義塾大学大学院システムズデザイン・マネジメント研究科 

特別招聘教授 保井俊之 
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(写真出所: 2012年6月9日 慶應SDMで開催されたワールドカフェにて、筆者撮影) 

(注) この資料は筆者がかつてまたは現在所属する組織の見解を表すものではありません。 

 意見にわたる部分は筆者の個人的意見です。 
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この10年間のグローバル経済潮流 
• 潮流1: サービス経済化の一層の進展 

– サービス科学/工学の勃興 

– サービス・ドミナント・ロジック(SDL)の出現 

• 潮流2: 顧客起点の製品・サービスづくり 

– 品質追求から価値(value)追求へ、交換価値(value in 
exchange)から協創価値(value in co-creation)へ 

– 価値マーケティング(value marketing)と共感プロトタイピング
(prototyping for empathy) 

• 潮流3:企業や「業」を超える製品・サービスの価値ネットワーク  

– オープンイノベーションの追求 

– ビジネス・エコシステムの認識 

• 潮流4: SNSやウェブを活用した新しい資金調達の出現 

– クラウド・ファンディングの出現 
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「世界レース」のサービス経済化 
名目GDPに占めるサービス産業名目付加価値シェアの推移 

(出所) 経済産業省『通商白書』 2007年度版 

http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2007/2007honbun/html/i3110000.html 

(%) 
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潮流1: サービス経済化の一層の進展 
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サービス科学 : 米国の国際競争力戦略    
• サービスの生産性向上を行う科学的・工学的アプ
ローチ(内藤耕ら: 2009:1-3) 

• 米国で1990年代以降急速に発展 

– サービス産業の高付加価値性 

– サービス産業に米国の国際競争力の源泉を見る 

• 米国IBM会長パルミザーノ会長(Samuel Palmisano)らが
2005年に報告書(Council on Competitiveness (2005)) 

– 米国はサービス大国 

– サービスに関する科学を大いに振興すべき 

– サービス業で世界トップの産業競争力を維持 

• Council on CompetitivenessのNational Innovation 
Initiativeが源泉  

– 2007年夏、ブッシュ政権が’The America COMPETES 
Act’として同報告書の内容を取り入れ、法制化 

– オバマ政権の考え方を継承 
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コモディティー化の罠 

• サービス経済化が進む先進国 

– ｢モノ｣から「コト」への転換 

• モノ作りからサービスの振興へ 

–単に製品だけを売るのでは消費者に相手にされない 

–製品に象徴される「価値」にフォーカス 

• 量産品の「コモディティ化」 (Sanford (2008))  

–陳腐化が急速に進む「モノ」 

• 例: 液晶: かつて日本メーカーの独壇場 

–いまや韓国・サムソンや台湾勢の追い上げで、
3年間で値段が5分の1以下に 

 5 



6 

遅れをとる日本のサービスの 
国際競争力 

(出所) 経済産業省『通商白書』 2007年度版 

http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2007/2007honbun/html/i3120000.html 
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「内向き」な 
日本のサービス  



7 

GDLからSDLへ 
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Good Dominant Logic Service Dominant  Logic 

何かを作る(商品、サービス)  顧客の価値創造プロセスを支
援する(提供されるものは知識、

スキルを含むサービス・システ
ム) 

価値は生産される 価値はともに創られる 

独立した実態としての顧客 自分の環境、ネットワークにお
けるお客様 

主にオペランド(受動的)資源と
しての企業 

主にオペラント(能動的)資源と
しての企業 

顧客は対象 顧客は重要な資源 

効率性優先 効果を考慮した上での効率 

(出所) Vargo and Lusch (2008)をもとに澤谷由里子(2011:16) 
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価値≠品質 
• 価値(value) 

–顧客が感じるベネフィット(便益)(神田範明(2004)) 

–価値は品質とは同値ではない 

• 品質がよくても、顧客はその財・サービスに価
値を感じるかどうかはわからない  
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顧客の求める価値をマーケティングする、 
価値マーケティング(Value Marketing)が 
最優先の時代に 

潮流2: 顧客起点の製品・サービスづくり 
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「交換」から「使用」「協創」へ 

交換価値(B2C) 使用価値・協創価値(C2B) 

価値 

消費者から発注 消費者にデリバリー 

この間は消費者は生産者に接触 

しない。情報の遅れ・非対称性。 

消費者 

市場インフラ 

の提供者・ 
提供者 

市場外の 

ステークホルダー  

生産者  他の消費者  

「つながり」=システムによる価値の創出 

ボトムアップ・アプローチ、分散型情報の 

共有とシナジー効果、透明性と即時性 

(保井俊之(2012b:101 図7を筆者が一部修正)) 
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価値協創型の新しいサービス設計 

従来型のサービス設計/販売 新しいサービス設計 
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企業 企業 消費者 消費者 

マーケティング 

受動的反応 

販売時説明・契約 

交換価値 
(サービス) 

設計 

提案 

設計 

提案 

協創価値 
(サービス) 

関係の希薄化 

忘却 

長期的関係の継続 

 ・価値の持続的生産 

 ・双方のナレッジの向上 

断絶した関係 

 ・価値の逓減 

 ・関係悪化リスク(クレーム・苦情) 

必要なのは、消費者からの 
能動的関与 

(出所: 保井俊之(2011a)) 
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デザイン思考の重要性 
• デザイン思考(Simon(1967)) 

–よりよい結果を求めて改善を施すために、実践的か
つ創造的に問題を解決するための方法論 

–デザインする者の感覚と手法(Brown(2009)) 

• テクノロジーやビジネス戦略を、顧客価値や市場
機会へ転換し、人々の要求と一致させる 

– Tinkering(課題を最もエレガントに解決できるプロトタ
イプを構築できるプロセス)がinnovationに直結(‘No 
tinkering, no innovation’)(徳安悟(2012)) 

• デザイン思考のプロセス(奥出直人(2012:42-43)) 

–企業としてイノベーションを起こすときに適用 
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「日本型デスバレー」は、企業内の組織要因に原因がある (投資不足が問題の
米国と異なる) (井上隆一郎ら(2003)) 
・ビジョンの描出や需要(市場)コンセプト化に問題 
・人材面の問題(技術経営担当者の不在、リーダーシップの不足等) 
・企業内の部門間・組織間の連携不足  12 

日本の「死の谷」は企業内にある  
• 米国型の「死の谷」 • 日本型の「死の谷」 

“Valley of Death”  

死の谷  

Basic Research; 

Innovation 

Applied Research; 

Innovation 

Venture Capitals, Angels 

Early Stage 

Entrepreneurs 

Commercial 

Operators 

(図出所) Committee on Science (1998) 及び  
Auerswald and Branscomb (2003)をもとに筆者が作成   

部門間の高い壁、 

市場コンセプトの不足等で 

死の谷を飛べない 

基礎研究部門 事業化部門 

同一社内 

Empathy Designの欠如、 
研究部門と顧客対応部門との間の高い壁 
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Open Innovation:自前主義の終焉 
• Open Innovationの定義(Chesbrough (2003: XXiV)) 

– 企業が社内外のアイデアを活用 

– 市場への投入も社内と社外の二つの経路 

– 社内と社外のアイデアを結合、ビジネスモデルで定義される
アーキテクチャやシステムに取り入れ 

– ビジネスモデルは、社内と社外の両方のアイデアから価値を
創造し、その価値の一部を回収する内部メカニズムを定義 

• Open Services Innovationに進化(Chesbrough (2011))  

– コモディティー化の罠を逃れるため 

• ①ビジネスをサービス業として考える 

• ②イノベーターは顧客と価値協創しなければならない 

• ③オープンイノベーションがサービスイノベーションを加速・
進化  

潮流3:企業や「業」を超える製品・サービスの価値ネットワーク  
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イノベーションパラダイムの転換  

Closed Innovation Open Innovation 
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研究 開発 

研究調査 

科学・ 
技術的 

基盤 

開発 
新製品・ 
サービス 

市場 

研究 開発 

他社の 

市場 

新しい 

市場 

従来の 

市場 

社内の 

技術的 

基盤 

社外の 

技術的 

基盤 

技術のイン 

ソーシング 

ライセンス提供 

スピンオフベンチャー 

(図出所 Chesbrough (2003) Figure 1.1 & 1.2を筆者が一部修正) 

社内、テクノロジー至上、知財の抱え込み  社外、ビジネスモデル至上、知財売買  

転換に遅れた日本の凋落(内閣府(2010)), 日本企業は最近、取り組み開始(元橋一之ら(2012)) 
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生態系としてのビジネス 
• ビジネス・エコシステム(Iansiti and Levien (2004a)(2004b)) 

– 生態系を構成するビジネスネットワーク(e.g., マイクロソフト、
ウォルマート) 

– 企業と産業の枠を超えて、緩やかに連携する相互依存のシ
ステム 

• エコシステムの中核企業は、エコシステムの健全性を改善する
中核的戦略「キーストーン戦略」をとる 

– キーストーン戦略の二大要素: ①価値の創出、②価値の共有  
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・単体の「モノ作り」という世界ではなく、複数の異なるプレーヤーが協調と競争の中で 
 市場を作る生態系、デジタルエコシステムという世界に変わった。 
・供給者から消費者(利用者)への一方的な商品やサービスの提供ではなくなってきて 
 いる。同業他社あるいは異業種の連携によって複数のプレーヤーが協働し、新たな 
 価値を継続的に生み出す仕組み作りが必要になる。 
  (谷脇康彦(2012:5)(2012:210)) 



16 

バリューチェーンから 
ビジネス・エコシステムへ 

• Value Chain Model • Business Eco-System 

X 

D 

U 
U 

D 

D 

U 

X 

D 

上流企業 

下流企業 

自社 

U 

X 

P 

C 

C 
C 

S 
S 

S 

C 

P プラットフォーム企業  

補完財企業 

システムユーザ 

ネットワーク外部性 

(図出所: 立本博文(2011:15)図4を筆者が一部修正)   

コンセンサス標準化の戦略活用 

自社Xの競争戦略: 川上企業Uの影響力 

を減らし、川下企業Dへの交渉力を増やし、 

獲得する付加価値を最大化 

自社Xの競争戦略: ネットワーク外部性が 

あるので、補完財企業Cと協力した方が 

利益増進 
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プラットフォーム企業の価格戦略  
• Two-sided market (立本博文(2011:20-22)と図6を筆者が一部修正) 

市場A (money market) 

普及を促す市場 
市場B (subsidy market) 

収益を得る市場 
産業標準等による 

ネットワーク外部性 

プラットフォーム企業 

プラットフォーム企業の戦略: 2つの市場を創出し、需要創造をダイナミックに行う。 

①オープン領域とクローズド領域をはっきり分ける(プラットフォームの分離効果) 

②オープン領域に新規参入者(新規企業、新興国企業)を呼び込み、手助けする 

 プラットフォーム提供事業に変化 

③オープン領域の成長がクローズド領域の成長を牽引  
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Cloud Funding: 資本「市場」との訣別 
• クラウドファンディング(保井俊之(2012b:176-180)) 

– IT技術やSNSの発達 

• ITのマッチング機能を利用、小口多数の寄附・出資を創業
するベンチャー起業家に結び付ける 

– 最初はアートや社会企業の起業から 

• 最近はベンチャーファンド的機能のクラウドファンディングも 

• 米国ではオバマ政権下で2012年4月、JOBS Act (Jumpstart Our 
Business Act)が成立 

– 新たな起業振興の試み(千田雅彦(2011:38-47)) 

• 新興企業の財務報告、内部統制、開示規制の緩和 

• クラウドファンディングでの資金調達の公認、手続きの簡素
化(SEC登録の緩和や投資家出資の純資産要件の緩和など)  
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潮流4: SNSやウェブを活用した新しい資金調達の出現 

ベンチャーファンドやIPOなど、既存の資本市場ツールに依存しない手法の台頭 
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問題の所在:立ち遅れた 
これまでの日本の成長政策アプローチ 

• 問題1: 「サービス経済化の一層の進展」なのに 

– 「ものづくり日本」の要素技術振興への「信仰」 

– サービスドミナントロジックの視点が欠如した産業政策 

• 問題2: 「顧客起点の製品・サービスづくり」なのに 

– 顧客欲求に根差した価値づくりではない、テクノロジーベース
の産業政策 

• 問題3:「企業や「業」を超える製品・サービスの価値ネットワーク 」
なのに 

– 「業」を超えられない、所管部局単位の産業政策 

– 日本型「死の谷」にフォーカスしない創業振興政策 

• 問題4: 「SNSやウェブを活用した新しい資金調達の出現」なのに 

– 資金ニーズの量的補完に偏した起業・中小企業政策 
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「残念な」日本企業の努力 
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日本が歩んだ衰退の道 

(三品和広(2011)) 

技術
過信 

品質
信仰 

マーケティ
ングなきイ
ノベーショ
ン 



日本の競争力劣化:  
何が原因なのか? 

有識者100人に 

聞いてみました 
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生産性の低
い企業の延
命 

（成長分野へ
の）新規参入
の低迷 

起業の成
功事例の
少なさ 

アーリース
テージの資金
不足 

起業のノ
ウハウ不
足 

起業が失敗
した際のリ
スク 

リスクを採ら
ない経営、雇
用の重視 

早期退出を
遅らせる規
制、政策等 

事業再編に
係る規制 

サービス化
への対応
の遅れ 

技術・モノ
づくりへの
固執 

企業内の部門
間の壁（日本
型死の谷） 

（成長分野
の）参入規
制 

IPO市場
の低迷 

技術シーズの
死蔵、事業化
の不成功 

リスクを採
り起業する
人材の不
足 

企業間の壁
（オープンイノ
ベーションの
不足） 

ガラパゴス化（国
内市場に特化し
た製品等） 

法人税負担 

エネル
ギー価
格 

経済連携の
遅れ 

企業内・大学
での人材育成
の不足 

金融機関
のリスク回
避構造 

事業目利きを
できる人材の
不足 

マッチング機
会の不足 

国外ニーズと
のミスマッチ 

原発
の停
止 

低価格競争 
（コモディティ化） 

高付加価値化、 
差別化 

グローバル競争の
激化 

内需の低迷 

（期待成長率の
低下） 

グローバル展開、 
新たな事業創出 

人口動態の変化 

（人口減少・高齢
化） 

交易条件の悪化 

立地条件 
の改善 

直面する課題 向かうべき競争力強化の方向 

ダイバーシ
ティ・人材交流
の不足 

株式持合
い、銀行へ
の依存 

不採算企業
への低利融
資 

労働市場の
流動性不足 

エクイティの
出し手（VC、
PE）不足 クラウドファ

ンディング
の未発達 

グローバル人
材の不足 

経済の 
新陳代謝 

２．克服すべき問題のつながり 

ガバナンス
の機能不
全 

ニーズ主導
の事業価値
作りの不全 

不採算事業
の延命、 

新事業創出
の低迷 

「ゾンビ企業」問題 

ニュープレイヤーの不足 

国内市場
偏重 

国内競合
相手への
警戒 

国際競争
力の不足 

国内でも需
要創出でき
ず 

ガラパゴス問題 

企業の
業績不
振 

サービス化の遅れ 

１．向かうべき方向性 

事業再編の遅れ 

ガバナンスの機能不全 

立地条件 

ボトルネックと
なっている課題 

その他 

の課題 

凡例： 

イノベーション
の促進 

国内市場
で「食えて
きた」経験 

海外展開戦略
の不足 

エクイティ
の不足 

大企業の
経営人材
の不足 

内部留保の
積み上がり 

技術シーズの死蔵 

エクイティ投資
の促進 

（注）分析の方法論は、Enterprise Architechture（AS ISとTO BE）については、The Chief Information Officers Council (1999) Federal Enterprise Architecture Framework, Version 1.1, September 1999、また、因果関係ダイヤグラ
ム（CRD）については、Senge, P.M. (1990) The Fifth Discipline: the Art & Practice of the Learning Organization, New York: Doubleday並びにSterman, J.D. (2000) Business Dynamics: System Thinking and Modeling for a 
Complex World, Boston: McGraw Hill Higher Educationによる。 

Causal Relation Diagram (Senge1990)によるまとめ  
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エクイティ投資
の促進 

（注）分析の方法論は、Enterprise Architechture（AS ISとTO BE）については、The Chief Information Officers Council (1999) Federal Enterprise Architecture Framework, Version 1.1, September 1999、また、因果関係ダイヤグラ
ム（CRD）については、Senge, P.M. (1990) The Fifth Discipline: the Art & Practice of the Learning Organization, New York: Doubleday並びにSterman, J.D. (2000) Business Dynamics: System Thinking and Modeling for a 
Complex World, Boston: McGraw Hill Higher Educationによる。 

Causal Relation Diagram (Senge1990)によるまとめ  

エクイティの出し手
（VC, PE）不足 

ガラパゴス化（国内市
場に特化した製品等） 

企業間の壁（オープンイ
ノベーションの不足） 

企業内の部門間の壁
（日本型死の谷） 

事業目利きを 
できる人材の不足 

リスクを採らない 
経営、雇用の重視 

内部留保の 
積み上がり 

エクイティの不足 

日本の競争力劣化: 八つのレバレッジポイント 
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政策ニーズ: 産業政策の方向シフト 
• 「モノ作り」から「コトづくり」
へ SDLの重視 

•顧客の欲求を開発段階で
価値協創として取り組む 価値づくり 

•タテ割りの振興政策から系
(システム)としての振興 

ビジネス生態
系としての振興 

•量的補完ではなく、シグナ
ル効果としてのリスクマネー 

新しい資金調
達のあり方 

28 

企業内「死の谷」を
超えるオープンイノ

ベーション 

エクイティと 
シグナル効果 

価値協創プラッ
トフォームづくり 

着眼点 具体的方向性 

サービス指向とシ
ステムズアプローチ 

持つべき要素 

「日本再生戦略」は価値づくり戦略への転換の大きな一歩。 
今後、さらに加速の必要。新指向に合った政策手段の構築が必要。 



ご静聴ありがとうございました。 

29 (写真出所) 2011年4月13日、尾道にて著者撮影 
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